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３ 釧路市の課題 

 

（１）人口 
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(

人)

△マグロ豊漁(S4)

△イワシ豊漁(S9)

△富士製紙鳥取工場の完成(T9)

△太平洋炭礦設立(T9)

＜市制施行＞(T9)

△鳥取町・白糠町一部合併(S24)

△釧路空港開港(S36)

△日本銀行釧路支店開行(S27)

△合併（釧路市・阿寒町・

音別町）(H17)

△日本化学飼料進出(S31)

△本州製紙進出(S33)

△西港第一・第二埠頭供用(S50,53)

△飼料基地形成(S53)

△生乳専用船就航(H5)

△第三埠頭供用(H7)

△第四埠頭供用(H14)

▼200カイリ施行(S52)

△FW・MOOオープン(H元)

△釧路湿原国立公園指定(S62)

△ラムサール条約締約国会議(H5)

△教育大釧路校開学（S24）

△釧路高専開校(S40) △釧路公立大開学(S63)

△北洋サケ・マス独航船基地(S29)

△北転船による操業（北洋漁業）(S37)

△サバ・サンマ豊漁(S25)

△水揚げ日本一記録(S44～S52,S54～H3)

▼太平洋炭鉱閉山(H14)

△釧路コールマイン設立(H13)

△大塚製薬工場釧路工場落成(S51)

△阿寒国立公園指定(S9)

（現阿寒摩周国立公園）

△国際バルク

戦略港湾選定

(H23)

（資料）総人口の推移：国勢調査（総務省） 

    主な出来事 ：市都市経営課 

【図１】総人口の推移と主な出来事 

① 課題 

ア 本市の人口は、少子化による自然減に加え、水産業や石炭産業をはじめとする地域経済の

低迷などにより他地域へ人口が流出、減少に転じ、現在まで減少傾向が続いています。人

口減少に伴う消費行動の低下や、生産年齢人口の転出による地域経済の規模縮小が進むと

ともに、超高齢社会の到来による社会保障の負担増など、住民生活への影響が大きくなる

ことが懸念されています。⇒②背景ア、イ、ウ 

イ 特に若い世代の就職や進学を理由とした社会減が顕著であり、次世代を担う若者の「働き

たい」「住みたい」「帰ってきたい」希望がかなうまちづくりが求められています。⇒②背

景エ 

 

② 背景 

ア 本市の人口は1980(昭和55)年の227,234人をピークに人口が減少し、2015(平成27)年の

174,742人まで、30年間で約23％減少しています。 
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  イ 本市の人口ピラミッドはつぼ型となっており、60～64歳、65～69歳の人口が多くなって

います。また、2005(平成17)年と比較すると、年少人口、生産年齢人口が減少し、高齢

者人口が増加しています。 

 

【図２】釧路市の人口ピラミッド 

 

（資料）国勢調査（総務省） 

（注） 男女別人口数には、年齢不詳を含む。 
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ウ 人口動向を社会増減と自然増

減から分析してみると、1960

年代は「自然増」「社会増」の

「人口増加」の状態でしたが、

1970年代には、「社会減」の状

態となり、1980年代には、「自

然増」より「社会減」が大きい

「人口減少」へと転じ、2000年

代に入ると「自然減」「社会減」

の状態が続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 男女を問わず、ほぼすべての

年齢階級層で転出超過となっ

ています。特に15～19歳から

20～24歳になるときに、転出

超過が大きく、大学進学や卒

業後の就職に伴う転出が大き

くなっています。 
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平成28年
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昭和59年
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平成14年

【図３】総人口に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

 

（資料）住民基本台帳 

（注） 2000(平成12)年までは旧釧路市 

 

【図４】2005(平成17)年～2010(平成22)年の 

性別・年齢階級別人口移動 

 

（資料）国勢調査（総務省） 
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（２）経済産業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 背景 

ア 名目市内総生産は2007(平成

19)年度から2008(平成20)

年度にかけて大きく減少し、

その後ほぼ横ばいで推移し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料…市民経済計算年報 

【図５】名目市内総生産の推移 

 

（資料）市民経済計算 

 

① 課題 

ア *市内総生産額は横ばいで推移していることから、長期的視点を持ちながら生産額の拡大を

目指すことが重要です。⇒②背景ア、イ、ウ 

イ 市民１人当たりの所得（分配）は全道平均を下回っており、低調な商品購買力が地域経済

にもたらす影響が懸念されます。⇒②背景エ、オ 

ウ 就業者１人当たりの純生産額は道内平均を下回っており、生産能力を維持していくため、

生産年齢人口減少の影響を補完する生産性の向上を目指すことが重要です。⇒②背景カ 

エ 従業者数は総じて減少傾向にあり、生産力を維持するために人材の育成・確保に向けた取

り組みが必要です。⇒②背景キ 

オ 地域の求人数は増加傾向にありますが、「充足数」を「新規求人数」で除した充足率は低下

していることから、雇用する側と就職する側のマッチングが重要です。⇒②背景ク、ケ 

カ 経済活性化に向けて、外から稼ぐ力を強化するとともに、地域への波及効果を高める取り

組みが重要です。⇒②背景コ 

億円 

*市内総生産…一定期間（１年間）に市内各産業部門の生産活動によって、生み出された価値を貨幣価値で示したもの。 

年度 
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釧路市 北海道

 

 

 

イ 名目市内総生産の推移につい

て2007(平成19)年度を100％

として北海道と比較すると、

共に減少傾向にありますが、

減少率は本市の方が高くなっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 産業別総生産額については、

2013(平成25)年度では「製造

業」「卸売・小売業」「医療・保

健衛生・介護」が多くなってい

ます。また、2009(平成21)年度

との比較では「製造業」「建設

業」「医療・保健衛生・介護」

の生産額が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図７】産業別総生産額（政府サービスを除く） 

【図６】名目市内総生産推移（比較） 

億円 

 

（資料）市民経済計算 

 

（資料）市民経済計算 
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エ 市民１人当たりの所得（分配）

については、北海道と比較す

ると12万９千円低くなって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 年間商品販売額は、1994(平

成６)年の１兆1,249億円を

ピークに減少しており、

2014(平成26)年との比較で

は、約6,439億円（57.2％）

の減少となっています。 

人口１人当たりの販売額

（小売業）も1994(平成６)

年と2014(平成26)年の比較

では、約43万円（30.3％）の

減少となっています。 

 

 

 

 

  

【図８】市民１人当たりの所得（分配） 

千円 

 

（資料）市民経済計算 

    

 

（資料）商品販売額：商業統計調査（経済産業省） 

    人口１人当たりの販売額：市都市経営課 

万円 

億円 

【図９】年間商品販売額と人口１人当たりの販売額（小売業）の推移 

年度 

年 



 

11 

 

釧
路
市
の

課

題 

5,406

5,945

4,500

5,000

5,500

6,000

2007

平成19

2008

平成20

2009

平成21

2010

平成22

2011

平成23

2012

平成24

2013

平成25

釧路市 北海道

0 5,000 10,000 15,000 20,000

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

サービス業(他に分類されないもの)

グラフタイトル

2009(平成21)年 2012(平成24)年 2014(平成26)年

 

 

カ 就業者１人当たりの市内純生

産額の水準は、2008(平成20)年

度から改善していますが、道内

平均に比べると依然として低

くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キ 産業別の従業者数は、2014(平

成26)年では「卸売業、小売業」

が最も多く占めています。「医

療、福祉」については2009(平

成21)年から従業者数が増加

していますが、大半の業種で

減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図１０】就業者１人当たりの純生産額 

千円 

 

（資料）経済センサス（総務省） 

 

【図１１】産業別従業者数 

人 

 

（資料）市民経済計算 

    

年度 



 

12 

 

釧
路
市
の

課

題 

19,952 

4,223 

21.2%

0%

10%

20%

30%

40%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2011

平成23

2012

平成24

2013

平成25

2014

平成26

2015

平成27

求人数 充足数 充足率

8.7%

10.1%

10.3%

12.7%

17.4%

0% 5% 10% 15% 20%

情報通信業

宿泊業、飲食サービス業

金融業、保険業

建設業

卸売業、小売業

グラフタイトル

 

 

ク 求人数は増加傾向にあります

が、「充足数」を「新規求人数」

で除した充足率は低下傾向に

あります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ケ 特に、「情報通信業」「宿泊業、

飲食サービス業」「金融業、保

保険業」などで充足率が低く

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）釧路公共職業安定所（2015(平成27)年度） 

【図１２】一般求人・充足状況の推移（釧路管内） 

人 

 

（資料）釧路公共職業安定所（2015(平成27)年度） 

 

【図１３】産業別充足率（釧路管内） 

※ 充足率が低い５業種を抜粋 
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効
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域際収支（億円）

*生産波及効果…新たに需要が発生したときに、その需要を満たすために、波が移動するように次々と新たな生産が誘発

されていく効果。 

*域際収支…移出・輸出の金額と移入・輸入の金額の差額。 

【図１４】*域際収支と生産波及効果 

 

（資料）釧路市産業連関表（2011(平成23)年） 

 

コ 外から稼ぐ力が強く*生産波及効果が高い産業は、「水産食料品」「飼料・肥料」となっ

ています。 



 

14 

 

釧
路
市
の

課

題 

29.1%

31.4%

54.2%

55.4%

13.0%

10.1%

2.5%

2.7%

1.2%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2006

(平成18)年

2016

(平成28)年

とても感じている ある程度感じている

あまり感じていない 全く感じていない

無回答

 

 

（３）住民生活 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 背景 

ア 釧路市に愛着や親しみを感じ

ているとする内容の回答（「と

ても感じている」と「ある程度

感じている」の合計）は、市民

アンケートでは86.8％となっ

ており、2006(平成18)年実施

の調査の83.3％から3.5ポイ

ント上昇しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 課題 

ア 市民と協働したまちづくりや*自助・共助・公助によるまちづくりを実現するために、住民

活動への市民参加を一層促進する必要があります。⇒②背景ア、イ 

イ 本市の世帯人員別一般世帯数は、単身高齢者世帯を中心に世帯人員が１人の世帯が増加し

ていることから、社会のつながりを強めていくことが重要です。⇒②背景ウ 

ウ 生活保護に至る前の自立支援策を強化することが重要です。⇒②背景エ 

エ 住民生活を支える医療・福祉を充実するために、医師や従事者の確保や道内連携地域の中

核都市として機能維持に向けた取り組みが重要です。⇒②背景オ、カ 

オ 本市は、地震、暴風波浪、大雨など過去に様々な災害を経験しており、市民が安全に暮らし

続けられるまちづくりに取り組む必要があります。⇒②背景キ 

カ 市民アンケートでは、公共施設の耐震化・整備（避難所・医療施設・行政機関）や道路等イ

ンフラ・物流機能の耐災害性の強化が取り組むべき対策として高い割合で回答されており、

今後も計画的な都市基盤整備が求められています。⇒②背景ク 

【図１５】釧路市への愛着 

 

（資料）市民アンケート 

 

*自助・共助・公助…「自助」とは、自らの生活を自らが選択し責任を持つこと、「共助」とは、個人のみで対応できない

課題に対し住民が相互に助け合うこと、「公助」とは、自助・共助だけでは限界がある場合、あるいは非効率な場合に、行

政が住民からの付託を受け必要な行政サービスを行う仕組みのことで、住民自治の根本となる考え方。 



 

15 

 

釧
路
市
の

課

題 

-

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

世帯人員が１人 うち単身高齢者 ２人 ３人 ４人 ５人以上

世帯人員別一般世帯数の推移

1985(昭和60)年 1990(平成2)年 1995(平成7)年

2000(平成12)年 2005(平成17)年 2010(平成22)年

2015(平成27)年

8.0%

5.5%

61.9%

51.3%

10.6%

21.0%

6.0%

19.6%

13.6%

2.6%
0% 20% 40% 60% 80% 100%

2006

(平成18)年

2016

(平成28)年

積極的に参加したい

（また、現在すでに参加している）

機会があれば参加する

親しい人に頼まれれば参加する 参加したくない

無回答

 

 

イ まちづくりに参加したいと回

答した人は市民アンケートで

は77.8％となっています。「積

極的に参加したい」「機会があ

れば参加する」「親しい人に頼

まれれば参加する」の割合の

合計は、2006(平成18)年の

80.5％から今回の77.8％と

2.7ポイント下降しています。

また、「参加したくない」は

13.6ポイント上昇しています。 

 

 

 

 

 

 

ウ 世帯人員別一般世帯数は世帯

人員が１人の世帯が増加傾向

にあり、特に単身高齢者世帯

が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図１６】まちづくりや住民活動への参加意向 

【図１７】世帯人員別一般世帯数の推移 

 

（資料）市民アンケート 

 

 

（資料）国勢調査（総務省） 

 

世帯 
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エ 生活保護率は、全国、北海道と

比較して高い水準で推移して

います。特に受給世帯内訳で

は高齢者受給世帯が増加傾向

にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 「医療・福祉」に関する求人数

は増加傾向にあるものの、充

足数は横ばいであり、充足率

は低下しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）釧路公共職業安定所（2015(平成27)年度） 

【図１８】生活保護率と受給世帯内訳の推移 

【図１９】「医療・福祉」一般求人・充足状況（釧路管内） 

 

（資料）市生活福祉事務所 

    保護率（国）：厚生統計要覧（2016(平成28)年度） 

    保護率（道）：生活保護実施概要（2015(平成27)年度版） 
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カ *「北海道総合計画」に示され

ている中核都市における人口

10万人当たりの医師数では、

６都市中５番目となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キ 本市は豊かな自然の恵みを享

受して発展を遂げてきました

が、一方では、地震や暴風波

浪など様々な自然災害を経験

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

*「北海道総合計画」に示されている中核都市…人口規模が一定以上で、行政をはじめ経済、医療、教育、文化などの面で

高度な都市機能を有する都市。札幌市、函館市、旭川市、帯広市、北見市及び釧路市の６市。（北海道総合計画より一部引

用） 

【図２０】人口10万人当たりの医師数 

【図２１】過去130年間の主な災害 

 

（資料）市防災危機管理課 

 

 

（資料）北海道保健統計年報（2014(平成26)年） 
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【図２２】大規模自然災害に対して取り組むべき対策 

50.9%

36.6%

34.9%

29.9%

22.7%

0% 20% 40% 60%

公共施設の耐震化・整備

（避難所・医療施設・行政機関）

道路等インフラ・物流機能の

耐災害性の強化

非常食等の備蓄

救助・救急活動の能力の向上

個人住宅の耐震化

 

 

ク 市民アンケート調査では、大

規模自然災害に対して取り

組むべき対策として、公共施

設の耐震化・整備（避難所・

医療施設・行政機関）と回答

した人の割合が最も多くな

っています。 

 

 

  

 

（資料）市民アンケート 

（注） 複数回答 
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（４）財政運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
*自主財源…税金や公共施設の使用料など、市が自分で集めるもの。なお、補助金など国や道の意思により定められた額

を交付されるものを依存財源という。 

*一般財源…市税や地方交付税のように、使い道が特定されていない財源。 

① 課題 

ア 本市の歳入構造は市税よりも地方交付税が高い割合を占めています。今後は、市税を中心

とする*自主財源の確保に取り組むとともに、人口減少等により減少傾向にある歳入規模

に応じた歳出規模を目指すため、市民ニーズを把握、分析しつつ行政サービスのあり方を

検討する必要があります。また、限られた資源を地域課題の解決に向けて社会情勢の変化

に即応して柔軟かつ重点的に投資することが重要です。⇒②背景ア、イ、ウ、エ 

 

② 背景 

ア 2015(平成27)年度決算では、歳入に占める*一般財源の割合は、約55％となっています。

また、歳入に占める自主財源の割合は約32％となっています。 

 

 

（資料）グラフで見る釧路市の財政（2015(平成27)年度決算） 

（注） 小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が100％にならない場合がある。 

【図２３】歳入内訳の推移 百万円 
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*義務的経費…以下の３つの歳出額の合計。 

・人件費…職員の給与などの支払いにかかる経費 

・扶助費…生活保護費や児童・高齢者や障がい者などに対する様々な福祉サービスに要する経費 

・公債費…借入金の元金・利息などを支払うための経費 

 

（資料）グラフで見る釧路市の財政（2015(平成27)年度決算） 

（注） 小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が100％にならない場合がある。 

【図２４】性質別歳出決算額の推移 

イ 2015(平成27)年度決算では、歳出に占める、法令等で義務付けられ任意に削減できない

*義務的経費の割合は約54％となっています。 

 

百万円 百万円 
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ウ 歳入に占める市税の割合と歳 

出に占める義務的経費の割合

の状況を道内主要都市と比較

すると市税の割合の高さは８

都市中７番目、義務的経費の

割合の高さは８都市中３番目

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 財政の弾力性を示す*経常収 

支比率と財政基盤の強さを示

す*財政力指数を道内主要都

市と比較すると、財政力指数

は８都市中７番目、経常収支

比率は８都市中６番目となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*経常収支比率…市税や地方交付税などの収入が、毎年経常的に支出される経費にどれだけ使われているかを示すもの。

低いほど、財政の弾力性・自由度が高い。 

*財政力指数…標準的な行政サービスを提供するために、自治体が標準的に収入し得る財源の割合を示すもの。この指数

が１未満の自治体に対して地方交付税が交付され、１を下回るほど財政基盤が弱い。 

【図２６】財政力指数と経常収支比率 

（資料）各市ホームページより市都市経営課が作成 

（2015(平成27)年度決算） 

（注） 各市の地勢や産業構造には違いがあり、また、財政運営の方針

の違いもあるため、数値のみで比較し結論づけることはできな

いことに留意する必要があります。 

【図２５】歳入に占める市税の割合と 

歳出に占める義務的経費の割合 
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（資料）各市ホームページより市都市経営課が作成 

（2015(平成27)年度決算） 

（注） 各市の地勢や産業構造には違いがあり、また、財政運営の方針

の違いもあるため、数値のみで比較し結論づけることはできな

いことに留意する必要があります。 
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財政力指数（基盤が強い） 
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